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．はじめに

アメリカ南東部ノースカロライナ州中央部に位置するリサーチ トライアングル・パー

クは、シリコンバレーや 号線沿線（ボストン郊外）、テキサス州オースティンと並ぶ地

域イノベーション拠点として世評を博している ）。それはユニークな特徴を持つ。第

に、 計画に基づく形態では、世界でもっとも成功したサイエンスパークの つ

（ ［ ］ ）、 アメリカのリサーチパーク政策の中

で、州の関係者が事業計画を立て、推進した最初の成功事例 （宮田［ ］ ページ）

という位置づけである。第 に、全米でシリコンバレーを模倣しようとする気運は 年

代や 年代以降に幾度か盛り上がった。だが、リサーチ トライアングル・パークはそう

したブーム以前に計画され、 年に設立されている（図 ））。第 に、それがアメリ

カ南東部に立地していることである。アメリカ南部の 躍進 は 年以降、人口増加や

連邦予算支出額などの点で脚光を浴びたが、現在でも地域の所得水準は全米平均水準を下
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）ホールはハイテク産業の立地として、テキサス大学オースティン校、コロラド大学ボールダー校、リ
サーチ トライアングル、シリコンバレーをあげている（ ［ ］ ）。クルーグマンはハイテ
ク・クラスターとして、シリコンバレー、 号線沿線、リサーチ トライアングルをあげている
（ ［ ］ ）。ただし、シリコンバレーや 号線沿線とは、地区名であり、空間的
に限定できない。
）全米でもっとも古いパークは、 年設立のスタンフォードリサーチ・パークである。 は 番
目に古い（ ［ ］ ）。また、 年にパークが存在した地域 のうち、 は 年以降に
設立されたという（ ［ ］ ）。



回っているのである。

ノースカロライナ州は東西に長く延びた地形で、中小規模都市が各地に分散している。

東海岸ではマリンスポーツや沿岸関連の観光、自動車部品産業がある。州内西部には、旧

ワコビア銀行（現、ウェルズ・ファーゴ銀行の子会社）やバンク・オブ・アメリカの本社

所在地がある州内最大都市シャーロットがある。また、かつて、たばこ産業で栄えたグ

リーンズボロやウィンストン セーラム、家具備品の製造とデザインで知られるハイポイ

ントという別の三角地域（ ）も経済圏を形成している。同州ではライト

兄弟の初飛行もあったが、グリーンズボロにはホンダジェットの製造拠点がある。リサー

チ トライアングル・パークはこれらとは別に州都ローリー市の近隣にある（図 ）。

ダーラム市はかつてアメリカン・タバコ社の本拠地として、米国たばこ産業の つの有

力拠点であったが、同社が運営していた を超える巨大な工場や倉庫は 年現在、社会

福祉サービスや行政サービスの拠点、一般事務所・店舗などに転用されている。ダーラム

市西部地域にはデューク大学がある。また、チャペルヒル市はノースカロライナ大学を抱

える郊外型学園・住宅都市である。ローリー市にはノースカロライナ州立大学がある。こ

れら つの研究大学を抱える 都市を結んだ三角形地帯のほぼ中心地にリサーチ トライ

アングル・パーク（ ）がある。

リサーチ トライアングル・パークは、筆者が知る限り、計画的に構築された数少ない

成功例である ）。当地は田舎であり、民間企業の研究活動に関わる地域資源が十分に存在

）サイエンスパーク、テクノロジーパーク等とも言われる。パークという用語は、スタンフォード大学
ブランディ副学長（土地利用検討委員会の委員長で委員にターマン教授がいた）がコロラド大学出張時
に目にした公園のような外観の工業団地を再現する発想に由来すると思われる。スタンフォード大学で
は建物の高さ、道路と建物の距離、緑地帯、駐車場の位置などに細かい規則を設けた（
［ ］ ）。一方、大学等が保有する土地を工場用や研究機関用に利用を促す過程は通常の土地開
発活動そのものである。本稿では、多くの場合、パークを団地と表現する。

図 全米での研究団地の年別設立件数

出所） の資料から筆者作成。



したとは思われないが、なぜ成功できたのか。また、いかなる意味で成功し、地域経済社

会に対する影響はどれほどだろうか。本稿の目的は、リサーチ トライアングル・パーク

の構築とそれに関わる経済的変化の状況を実証分析し、固有の特徴や論点を明らかにする

ことである。

． の構築と効果

計画の展望と経緯

年、ノースカロライナ大学チャペルヒル校のオドゥム（ ）教授が、所得水

準が低い地域状況の改善と、大学卒業生の就職先を州内に作るための企業誘致や産業振興

に関する提案を出し、州関係者や大学関係者などとの協議を経て、研究機能重視の企業集

積地というアイデアを固めていった。 年、 旧ワコビア銀行頭取のヘインズ（

）と州内グリーンズボロ市の事業家ゲスト（ ）がその構想を州知事ホッジ

ス（ ）に提案した。 年、ホッジスは提案に合意し、 年、リサーチトラ

イアングル委員会（ ）が設立された。同年、ゲスト

が知人のロビンズ（ ）に必要な土地の収用を依頼し、ロビンズが自らの出資

で 社を創設し、土地の購入を始めた。だが、他の誰も資金を出すことはなく、

ロビンズは初期投資以上の出資を渋り、土地収用も滞った。そこで、ヘインズが私的利益

の目的ではなく公共のため（ ）の計画だと州内の事業家を回って寄付金を

募り、首尾良く 万ドルを集めた。それを基金として 年、リサーチ トライアングル

委員会は、非営利組織のリサーチ トライアングル基盤機構（

リサーチ トライアングル・パークの構築と含意

図 周辺のイメージ図

出所）筆者作成



）に改組され、入居募集を開始した。また、 社は清算される

こととなり、土地は同基盤機構に譲渡された ）。現在に至るまで、同基盤機構がリサーチ

トライアングル・パーク（ ）を管理している。

年、研究組織として、リサーチ トライアングル研究所（

）が設立された。同年、モンサント子会社の 社が立地を表明

した。

年、全米繊維化学・色彩専門家（ ）協会が本部を設立した。

年 月、旧、米国健康・教育・福祉省（ ）が、現、国立環境健康科学研究所

（ ）の設立計画を表明した

（ 万ドルの予算）。

年 月、 が エーカーの用地に 万平方フィートの研究施設立地計画を表明

した。同年、テクニトロール社や、州の科学技術研究センターの入居も決まり、 年、

トライアングル大学コンピューターセンター（ ）の設立も決定した。

年、 大学共同先端研究センター（

略称 ）が設立された。外部資金や （基盤機構）から土地寄

贈の形で パーク内のパーク として 内部に の建物が 年建設され、

そこには主に研究機関が入居した。たとえば、 年、全米芸術・科学アカデミーが国立

ヒューマニティセンターの入居を決定した。

年、州が出資した非営利組織の機関であるマイクロエレクトロニクス・センター

（ ）が、 年、同じく州が支援

した機関としてバイオテクノロジー・センター（

）が、それぞれ設立された。マイクロエレクトロニクス・センター（ ）は

ネットワーキング事業（ ）を開始し、 年、スーパーコンピューター部門を持っ

た。そして、 年に公式に と改称した。 年、米国科学研究学会であるシグ

マ・カイ、および国立統計科学研究所（ ）、 年、バロー・ウェルカム ファンド

が入居した。

パークへの入居組織数は 年 社、 年 社と、 年の間、入居が少ない

停滞の時期が続いた。だが、 年以降、増加した。入居組織の従業者数は 年

人、 年 人、 年 人、 年 人、 年 人、 年 人

と拡大した。

の現況と特徴

エーカー（ ）、 万平方フィートの開発敷地であり、全米最大規模の研究

パークである。 （基盤機構）は、 の非営利組織であり、 に対する地方

政府からの補助金はない。ただし、州政府の計らいで、財産税を郡政府に支払うことだけ

に限定された（ ［ ］ ）。年間収入は 億ドルに達する。

） ［ ］ 設立経緯に関する詳細は宮田［ ］［ ］を参照。



） なお、筆者は 年 月 日に 本
部を訪問し、 と面談した。
）
） による。
）

。

年 月現在の の入居企業・組織数は であり、うちベンチャー企業が 社

で、全体の ％の会社はインキュベーターや創業支援施設にいる。 人以上のハイテ

ク従業者がいる。雇用者数が多い事業所を例示すると、 は 人以上、シスコシス

テムズ 人、グラクソ・スミス・クライン 人、 インターナショナル 人、

フィデリティ証券 人、米国環境保護庁 人などである。その他、 人規模

の事業所は 、バイオジェン、レノボ、米国・国立環境健康科学研究所など、であ

る ）。

年 月現在の入居組織の規模別構成は、 人が ％、 人が ％、

人が ％、 人が ％、 人以上が ％である。規模が大きい一部企業の従業者

数で全従業者数の大きな比率を占めている。また、入居組織の業種別構成数比率は、バイ

オ技術 ライフサイエンス ％、情報技術（ ） ％、対事業所・専門的サービス ％、

ファウンデーション・研究所・科学団体 ％、器具・素材 ％、サービス事業者（銀行、信

用金庫、事業支援組織、郵便局等） ％、クリーン グリーン技術 ％、教育 ％、金融

サービス ％などである ）。

こうして、事業所数としては医薬品、ヘルスサービス、医療機器、バイオ技術系組織な

どが多いが、雇用面では 、コンピューター、通信関係の企業従業者数が多いのであ

る。

．ノースカロライナ州の産業構造と雇用・所得状況の推移

ノースカロライナ州の人口

ノースカロライナ州の人口は、 年で 万人と全米で 番目の規模、 年では

万人と同 番目の規模である。他州からの移入が続いている。また、 年の従業者

数は全米州で 番目であり、 年の民間労働力および従業者数は全米で 位の規模であ

る ）。だが、 年代、ノースカロライナ州には低賃金労働力は豊富にあったが、経済

的見通しは暗かった （ ［ ］ ）。

ノースカロライナ州の産業構造

ノースカロライナ州の主力産業は、長らくたばこ、繊維・衣服、家具・木工製品であっ

た。それら産業も、 年代にたばこと衣服の競争力が低下して、工場の閉鎖があった。

年から 年に、製造業の従業者数は衣服で ％、繊維で ％、家具で ％、減少し

た ）。 年の間に製造業では 万人の雇用が減少した。

リサーチ トライアングル・パークの構築と含意
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表 のとおり、 年から 年における農業を除く産業別従業者数構成比率の推移を

見ると、ノースカロライナ州全体として、サービス業 ％、製造業と小売業が各 ％、政

府部門 ％と、 部門で ％を越える。業種別に見ると、建設業は ％から ％へと上

昇した。製造業は ％から ％へと半減したが、家具、たばこ、繊維、衣服などの比

率が減少した。とくに繊維は ％から ％へと大きく低下した。他方、小売業（含・

飲食店）が ％から ％に、サービス業が ％から ％へと比率を拡大してい

る。サービス業の中では事業所向けサービス業が ％から ％、ヘルスサービス業が

％から ％となった。最後に、政府部門の比率は減少したが、連邦政府分と国防・軍

事関連分が減少した反面、州・地方政府分は ％へと拡大した。

産業分類基準が （標準産業分類）から （北米産業分類）に変わった 年

から 年について、業種別に見ると、建設業は ％から ％へと減少した。製造業は

％から ％へと半減し、とくに繊維産業は ％から ％へとさらに縮減した。ま

た、小売業は ％から ％と推移し、サービス業は項目が細分化され、専門的 科学

技術サービス業が ％から ％、管理・支援 廃棄物 補修サービス業が ％から

％、ヘルスケア 社会支援サービス業が ％から ％となった。飲食店は小売業か

ら分離され 宿泊、飲食、接待 サービス業になったが、サービス業を合計してみると、

％から ％へと拡大している。最後に、政府部門比率はやや減少したが、そのうち

連邦政府分 ％、国防・軍事関連分 ％は変わらず、州・地方政府分は ％から

％へとやや拡大した。全体として、 年では、政府部門 ％、小売業とヘルスケア

関連が各 ％、製造業 ％と 部門で ％となる。

職種と所得

表 は、 年でのノースカロラ

イナ州の従業者数上位 職種と給与

水準上位 職種を統合した特殊な性

格をもつ表だが、事務管理補助が

万人と最大規模で、その給与は 万

ドルとわかる。次いで、販売が 万

人、 万ドル、飲食 万人、 万

ドル、生産 万人、 万ドルと続

く。これらの職種および運輸・素材

運搬は 万ドル以下である。他

方、給与が高い職種として、経営が

万人、 万ドル、コンピュータ

関連が 万人、 万ドル、ヘルス

ケア系が 万人、 万ドルとなっ

ている。

リサーチ トライアングル・パークの構築と含意

表 ノースカロライナ州の従業者職業別年間給与、

年 単位 人、ドル

職種 従業者数 年間給与

経営

コンピュータ、数理科学

ヘルスケア実務者、技師

法務

建築エンジニアリング

事務管理補助

販売

飲食

生産

運輸・素材運搬

職種 従業者数 年間給与

注）年間給与は中央値。
給与水準の上位 職種と、従業員数の上位 職種を統合
した表。

出所）



失業率

ノースカロライナ州の人口は全米でも多く、同州への社会移動も含めて、人口増加も続

いている。もちろん、従業者数や労働参加率は年齢構成とも関係する。

さて、失業率はいかに変化したか。表示はしてないが、 年 月におけるアメリカ南

部諸州の失業率を見ると、テネシー、バージニア、アラバマの水準が低く、首都

（ ）、ウェストバージニア、ミシシッピーの水準が高い。ノースカロ

ライナの失業率も全米平均水準より高い。雇用機会も量的には存在しているが、賃金水準

は低い。人口も増えているので、仕事量の拡大が雇用者の増加に結びつかず、失業率が高

止まりしているのだろうか。

人当たり所得水準

表示はしてないが、ノースカロライナ州の 人当たり所得水準は、全米の 割程度の水

準を推移しており、米国南東部の中ではバージニア、フロリダ、ジョージアの州に次ぐ水

準にとどまる。ノースカロライナ州の 人当たり所得水準は、 年に全米 州および首

都（ ）の中の 番目であった。それは 年 番目、 年 番

目、 年 番目、 年 番目、 年 番目、 年 番目、 年 番目、 年

番目、 年 番目、 年および 年 番目と推移している ）。ノースカロライナ

州の 人当たり所得水準は 年頃から米国全州の中での順位を少し上げ、最低水準グ

ループから抜け出すように見えたが、再度、低下した。 人当たり所得の水準は低い。

． 地域の雇用・所得状況の推移

概況

アメリカ商務省経済分析局の都市統計地域（ ）は通

常 の郡（ ）から構成されており、郡の中に市が含まれている（ときには複

数の郡に含まれる市もある）。だが、ローリー・ダーラム・チャペルヒルという拡大

は、 の つの郡に対応す

る（ 郡はダーラム に、 郡

はローリー に属する））。一方、 の 分の はダーラム郡ダーラム市に属し、

分の がウェイク郡に属する。 従業者がどこに居住しているかについての統計的

情報はないが、 の地域状況を考えるとき、ダーラム市の状況を見るだけでは不十分

となるだろう ）。よって、リサーチ トライアングル地区の状況変化を確かめるには、

） （ ）の州別 人当たり所得水準統計から筆者が分析した。
）米国商務省経済分析局（ ）が定義する 統計も、統計対象地域（定義）は時々変化する。ま
た、 （基盤機構）が 地区というとき、本文の つの郡に の
郡が加わる。なお、 ［ ］が分析したローリー・ダーラム・チャペル

ヒル経済領域は本文の 地域以外に の郡が加わる。
） （ダーラム、オレンジ、ウェイク郡）地域では、 年に人口 万人、従業者 万人だった
が、 年では人口 万人、従業者 万人となった（ ［ ］ ）。



、郡、市の指標を見ることが必要かもしれない。

職種 時給と失業率

地域組織の報告書によると、 年から 年に、リサーチ トライアングル地域

の雇用は ％増加し、賃金は ％上昇した ）。

表 で、リサーチ トライアングル地域の一部であるダーラム・チャペルヒル の

リサーチ トライアングル・パークの構築と含意

表 ダーラム・チャペルヒル地区での従業者職種構成比率と時給 年 月
単位 ％、ドル

従業者数構成比率 平均時給

全米 全米

全職業

経営

ビジネス・金融業務

コンピュータと数理

建築設計とエンジニアリング

生命科学、物理、社会科学

コミュニティ・社会サービス

法務

教育、訓練、司書

芸術、デザイン、娯楽他

ヘルスケア実務、技師

ヘルスケア支援

警察・消防等サービス

給食づくりと配食

建物・道路の清掃、保守

個人ケア・サービス

販売関連

事務・管理補助

農業、漁業、林業

建設、採取

設置、保守、修繕

生産

輸送、材料搬送

従業者数構成比率 平均時給

全米 全米

注） とは、ダーラム・チャペルヒル 。
芸術、デザイン、娯楽他 は、芸術、デザイン、娯楽、スポーツ、メディア。

出所）

）注 ）と同じ。



年における従業者の職種構成と時給を見る

と、従業者がもっとも多いのは事務・管理補助

職だが時給は低い。次いで、教育関係とヘルス

ケア実務系が多い。その他、ビジネス 金融

系、コンピューター・数理科学系の従業者比率

が高い。逆に、販売関連の比率が相対的に低い

ように思われる。

表 から、 年 月におけるノースカロラ

イナ州内主要 での失業率をみると、アッ

シュビル 、ダーラム チャペルヒル

、ローリー の順に失業率水準は低

い。リサーチ トライアングル地域の失業率は

相対的に低いのである。図 には、 年 月

から 年 月までのノースカロライナ州都市

部での主な での失業率の推移を示してい

る。ダーラム・チャペルヒル およびロー

リー の失業率は長期間にわたり、他の

地域よりも明確に ポイント低い水

準で推移している。

人当たり所得水準の推移

．郡レベルでの比較

表 から、主要な郡レベルの統計を見ると、 年時点では、（チャペルヒル市を含

表 ノースカロライナ州主要 別失
業率 単位 ％

失業率失業率

注） 年 月の値。
はサウスカロ

ライナ州の一部を含む。
出所） 資料から筆

者作成。

表 ノースカロライナ州の都市部主要郡別の 人当たり所得の推移 単位 ドル

郡

都市部以外

州平均

全米平均

郡

出所） 資料から筆者作成。



） の近傍で見ると、ローリー・ダーラム地域の一人当たり所得は、 年では全米平均の
％、 年では全米平均の ％であった（ ［ ］ ）。

む）オレンジ郡、（シャーロット市を含む）メックレンブルグ郡、（ローリー市を含む）

ウェイク郡、チャッサム郡の水準は 万ドルと高い。州内の他の田舎地域では、

万ドルであるから、相当な格差がある。オレンジ郡の一人当たり所得は 年まで

ダーラム郡のそれより低かったが、 年にはメックレンブルグ郡やウェイク郡の水準を

上回り、ノースカロライナ州の郡の中でもっとも高い水準となった。また、（ローリー市

を含む）ウェイク群の 人当たり所得の方がダーラム郡の 人当たり所得よりも水準は高

い。なお、ウェイク郡の水準は 年に、オレンジ郡の水準は 年に、全米平均水準を

上回った。また、表 の数値からダーラム郡とウェイク郡の対全米平均値比率を計算する

と、 年では、ダーラム郡 ％、ウェイク郡 ％となる ）。

．市レベルでの比較

表 を見ると、ダーラム市の 人当たり所得は、 年、州の平均値より高かったが、

グリーンズボロやウィンストン セーラムより低かった。だが、 年では逆転し

ている。また、キャリー市の 人当たり所得は元来、高水準だが、チャペルヒルも

年では、所得水準が向上している。つまり、近年はリサーチ トライアングル地域の

所得水準がシャーロット、グリーンズボロ、ウィンストン セーラムでの 人当たり所得

水準を上回っているのである。

リサーチ トライアングル・パークの構築と含意

図 ノースカロライナ州の主要 での失業率の推移

注） とは、 地域（サウスカロライナ州の一部を含む）。
とは、 地域。

出所） 資料から筆者作成。



家計所得の水準

居住者のうち非就労者（幼児、就学者、退職者、失業者等）の数が多いほど、一人当た

り所得は低下する。そこで、表 から、 年の郡レベルに関する家計所得を見ると、

表 ノースカロライナ州主要都市別所得・富裕・貧困状況の推移 単位 ドル、％

市
一人
所得

貧困
率

一人
所得

一人
所得

家計
所得

富裕
率

個人
貧困率

家族
貧困率

一人
所得

家計
所得

富裕
率

貧困
率

州平均

全米平均

市
一人
所得

貧困
率

一人
所得

一人
所得

家計
所得

富裕
率

個人
貧困率

家族
貧困率

一人
所得

家計
所得

富裕
率

貧困
率

市
一人
所得

家計
所得

家計
富裕率

家計
貧困率

家族
貧困率

一人
所得

家計
所得

富裕
率

貧困
率

州平均

全米平均

市
一人
所得

家計
所得

家計
富裕率

家計
貧困率

家族
貧困率

一人
所得

家計
所得

富裕
率

貧困
率

注）一人所得とは一人当たり所得（貨幣所得分）を指す。家計所得は中央値。
富裕率は 年までは 万ドル以上、それ以後は 万ドル以上の所得者の比率。貧困率は 、 年で
は家計の構成員数により異なるが、規定額未満の所得者の比率。 年では 万ドル未満の所得者
の比率。

出所）
の資料から筆者作成。



リサーチ トライアングル・パークの構築と含意

表 周辺の郡別所得・富裕・貧困状況の推移 単位 ドル、％

貨幣所得 家計所得 家計所得 個人所得 貨幣所得 家計所得 個人所得

郡
一人
所得

中央値
富裕
率

中央値
貧困
率

一人
所得

一人
所得

中央値
富裕
率

一人
所得

州平均

全米平均

貨幣所得 家計所得 家計所得 個人所得 貨幣所得 家計所得 個人所得

郡
一人
所得

中央値
富裕
率

中央値
貧困
率

一人
所得

一人
所得

中央値
富裕
率

一人
所得

家計所得 貨幣所得 家計所得 家計所得 個人所得

郡 中央値
貧困
率

一人
所得

中央値 平均値
富裕
率

中央値
貧困
率

一人
所得

州平均

全米平均

家計所得 貨幣所得 家計所得 家計所得 個人所得

郡 中央値
貧困
率

一人
所得

中央値 平均値
富裕
率

中央値
貧困
率

一人
所得

注）一人所得とは一人当たり所得を指す。
富裕率は 年までは 万ドル以上、その後は 万ドル以上の所得者の比率。貧困率は 万ドル未
満の所得者の比率。

出所） の資料から
筆者作成。



（チャペルヒル市を含む）オレンジ郡の平均所得水準は高い。他方、（キャリー市を含

む）ウェイク郡の所得水準ではその中央値が高い。ダーラム郡の所得水準はそれらに比べ

ると低い。ウェイク郡とオレンジ郡は全米平均水準以上だが、ダーラム郡はそれ以下であ

る。

先の表 から市レベルの家計所得水準を見る。 年、キャリー（ ）市の家計所

得は ドルと高い。それに次ぐのはローリー市であり、ダーラム市の所得水準は低

い。 年でもキャリー市の家計所得は高いが、それに次ぐのはチャペルヒル市であっ

た。また、 年でダーラム市の貧困率はこれらの中でもっとも高かったが、その後は、

相対的に改善していく。一方、ローリー市の貧困率はこの期間で見て低いといえる。キャ

リー市は、富裕率や貧困率でみても、その豊かさが反映されている。

なお、チャペルヒルやローリーは全米平均水準を上回っているが、ダーラムでは、

年の一人当たり所得は全米平均水準より高いが、家計所得ではそれを下回っている。統計

指標（家計、個人従業者、居住者全体、平均値と中央値）により情報が微妙に違う点に留

意が必要である。

． の実態と影響

設立の目的と実際
設立の目標と目的は、第 に、ノースカロライナ州に、企業の研究所（

）や施設を誘致すること ）、第 に、ノースカロライナ州住民の就労

機会を増やすこと、第 に、ノースカロライナ州住民の 人当たり所得を高めること、で

あったという（ ［ ］ ）。結果を見ると、誘致は大成功したといえる。

雇用機会については、 年の状況として、 入居企業の専門職の 分の がリサー

チトライアングル地域 大学の卒業生（大半は学部卒）という（ ［ ］ ）。

優秀な現地大学卒業生ほど、地元での就労機会を得なかった時期と比べると、大学卒業生

のいくらかが に就職できている点では部分的に目的を達成しているかもしれない。

とはいえ、多くの地元の人々は と直接の関わり（利益）はなく、 で働く

人々の日常的な消費活動に伴う波及効果として仕事の機会が増えただけともいえる。

の雇用者が約 万人となったので、 地域の人口は増え、地域として獲得する所

得（ ）も増える。 の近隣地域に関して、上述の通り、ローリー・ダーラム

地域など特定の や郡や市での所得向上効果は認められる。

）大学等は学問的関心に基づく、営利目的を持たない 純粋 研究を担い、企業は、大学等や企業内で
の研究成果を事業化するための研究活動を行うという区分法では、前者を科学的研究、後者を

（民間企業の研究活動）と呼ぶ（ ［ ］ ）。同様の理解は
［ ］ にもある。



） ＠
）ノースカロライナ州政府商務部門の に対する筆者の面談（ 年
月 日）でも、地元大学卒業生の就職先は、従来は大半が州外だったが現在は州内が多いという。

地域への貢献

第 に、 の存在のゆえに、州のイメージが飛躍的に向上した（ ［ ］

）。

第 に、地域への経済効果を考えるとき、研究拠点集積地の成果指標を評価することは

（少なくとも短期的には）難しいが、 拡大の直接的変化として、活動する組織数が

拡大し従業者が増加すると、支払賃金総額が増える。それは多くの場合、従業者が居住す

る地域の所得総額を引き上げ、消費額を拡大するので、それらに関わる地方税収を見込む

ことができる。従業者の所得は 次経済効果として、また従業者の消費額（日常的な小売

販売額、とくに住宅確保のための支払金額など）は 次経済効果として理解すべきであろ

う。それとは別に、入居企業・組織の研究開発・生産活動に伴う支出額や事業活動を通じ

た売上高、付加価値額、地域での消費額も考えられる。

地域の経済的インパクトとして、 年、サンプル調査から 人の平均所得が

ドルゆえ、 全体の支払賃金総額は 億ドル、州内での購入総額も同様の手順

から 億ドルと推定されている。また、同年、 地区の財産（動産、不動産）価値を

億ドルとみると、それに対する財産税収入は 万ドル（ダーラム郡に 万ドル、

ウェイク郡に 万ドル）となる。小売総額 万ドルに対する州・地方政府の小売売上

税収額は 万ドルとなる（ ［ ］ ）。さらに、 年、 従業者

の平均所得は ドルで、州の平均所得 ドルや 地区の平均所得 ドルよ

りかなり高い（ ［ ］ ）。

一方、 地域の生命科学産業の経済効果（ 年）について、直接の雇用者数は

万人（うち医薬品 万人、研究 検査 万人）、（同産業の州平均所得 ドルから）賃

金総額は 億ドルであり、財 サービスの供給など間接および誘発された雇用者数は

万人、（同産業の州平均所得 ドルから）賃金総額は 億ドルである。両者を合

計すると、従業者数は 万人、所得総額は 億ドルとなる。従業者所得に ％を乗

じると、連邦・州・地方政府部門への税収は 億ドルである ）。

従業者の消費活動や納税の面を見る限り、少なくともローリー・ダーラム地区の地域経

済への影響は大きいだろう。

第 に、就労機会の創出について、上述した通り、大卒者、とくにノースカロライナ大

学（ ）チャペルヒル校の化学など研究能力が高い人が地元で働く機会は、大学や州

政府を除くとなかった（ ［ ］ ）。 頭脳流出、とくに若者の州外

移転を止めること がノースカロライナ州の課題であった（ ［ ］ ）。一定数

の雇用先が形成されたことは大学にとり意味は大きい ）。高度技術を有する企業が多数立

地すると、支援サービス事業者も増加する。職業的能力を持つ労働力を育成する大学以外

の組織が必要という指摘もあった（ ［ ］ ）。これに関連して、

年代後半における電子関連技術の進展を見て、 では、 年にマイクロ電子セ

リサーチ トライアングル・パークの構築と含意



ンターを設立し、 年には、全米に先駆けて、州政府主導で、バイオ技術センターを設

立した。ハイテク産業を推進する地域産業政策の一環としての先行投資といえる。それら

のセンターは、立地した企業の産業活動に必要な人材の養成（教育 訓練）も目的として

おり、それら産業に関わる企業の誘致と関連していた。マイクロ電子センターは との

共同運営組織の設立（ 年）に、バイオ技術センターはグラクソの誘致（ 年）に、

マイクロ電子センターの一部門として新設されたネットワークセンターはたとえばシスコ

システムズの誘致（ 年）に関わっていた。その意味では、州政府、大学、企業が歩調

をそろえてハイテク産業の事業環境整備にまい進したといえる。

年における の経済効果は、団地で働く人の 万ドル以上の支出、 万ド

ル以上の消費税を生み、団地周辺の不動産価値は約 億ドルで、 万ドル以上の財産税

を生んだことであり、別の効果として、 の存在のゆえに、州のイメージが飛躍的に

向上したことであった（ ［ ］ ）

の特徴と地域振興の実態

はビジョンを抱くことだけで設立したパークという見解がある（

［ ］ ）。パーク設立の目的は、経済的発展、雇用機会の創出、とくに地元大学

卒業者・大学院修了者の就労先確保であった。地域振興という観点から、地域に仕事を生

み出す、しかも、ハイテク技能者、賃金 給与 所得水準が高い仕事を生み出すことであっ

た。実際の従業者は、地元の人だけではないだろうが、それらの人々の消費活動などに関

わる 次的な 経済効果や誘発された仕事の増加も期待できた。

パーク（ ）を成功させるための手段は、研究活動を行う企業や研究機関を誘致す

ることであった。オドム教授から提案を受けた当時の知事らは、ハイテクスキルをもつ労

働者・従業者が付加価値の高い仕事を行う未来の産業を作ろうとしていた。旧型産業では

なく新産業を、従来型の費用抑制重視の生産工場ではなく、（少しばかりの生産機能をも

つ）研究活動を行うハイテク企業の団地を作ることを目指した（ ［ ］

）。

では、なぜ、誘致できたのだろうか。

ホールとマークセンは、ハイテク企業立地の要因として、 研究者や技術者が科学的に

わくわくする先端性の雰囲気がある、 資質が高い人を引きつける住環境（アメニティの

良さ）、 優れた学校や住宅がそろっている、 スキルが高い労働力が豊富である、場合

によれば、 軍事施設・拠点の近くで軍事関連の仕事を受注する機会がある、等をあげて

いる（ ［ ］ ）。同様に、ルガーとゴールドシュタイン

は、 研究大学に近いこと、 スキルが高い労働力が多いこと、 空港に近いことが外部

組織を誘引する重要要因であり、 はこの 点をすべて満たしていたという

［ ］ ）。

は田舎というだけで、当初は、ハイテク製造業の基盤はなく、スキルの高い労働力

はなかった。教育水準も低かった（ ［ ］ ）。広大な、相対的に安い土地

はあった。空港が近くで、また、アメリカ東海岸の都市や事業拠点に近かった。



） の資料（ ）に基づき筆者計算。

成功した理由に関して、ルガーとゴールドシュタイン［ ］、リンク［ ］、ハー

ディン［ ］らは、リーダーシップ、好運、優れた計画、郷土愛、研究型大学を力説す

る。誘致という方法しかない中で、目的が実現した理由として、第 に、設立のタイミン

グが良かった。第 に、公園への入居を粘り強く待ったことという。その後のブームの時

期であれば、成功したかどうかはわからなかった（ ［ ］ ）。一

方、 誘致の交渉には 年間をかけるなど、交渉は粘り強かった（ ［ ］

）。企業や研究機関がこの地に立地する保証はまったくないし、他の地域で成功した

経験と同じことを後追いしても、事業としてうまくいかない。新しい科学・技術領域をタ

イミング良く見つけ、誘致を働きかけ、教育体制を整備したことが企業にとり魅力的で

あったのかもしれない。

また、 は 事業的成功と認められるのに 年を要した という見解がある

（ ［ ］ ）。これと同様に、スタンフォード工業団地の利用推進

アイデアを出したターマン教授の最初の働きかけ（ヒューレットとパッカードに対する）

から大量の仕事がシリコンバレーに創出されるまでに 年の時間を要したという見解

もある（ ［ ］ ）。

さて、ルガーとゴールドスタインは、研究団地の型を つに類型化している。第 に、

大企業や多国籍企業の一部研究組織を誘致する型で、これが に相当する。第 は、

研究大学の近隣で研究や事業の活動が進む型で、ユタ大学研究団地に対応する。第 に、

企業家、苗床、創造性を重視する見解でこれはスタンフォード研究団地に対応する。な

お、ユタ大学の研究団地では、同大学での研究開発成果を事業化することが団地利用者の

大半だと指摘する（ ［ ］ ）。

また、地元に本社を置く企業の比率は、 年頃、 では ％、スタンフォード

研究団地では ％、ユタ大学研究団地では ％であり、 は研究開発活動の分

所・分工場の性格が強かった（ ［ ］ ）。ちなみに、 年に、

入居企業・機関・組織が に本社を置く（本拠地とする）比率は ％、ノースカ

ロライナ州内に本社を置く比率は ％であった ）。 に本社を置く創業企業が増加し

た結果だと思われる。

既存経済の性格は何も変わっていない

ハイテク産業は、古い産業があった地区の救済者ではないし、失職した産業で働いてい

た人に対して新たな仕事を直接に生み出してくれるわけでもない（

［ ］ ）。

繊維 衣服、タバコ、家具など労働集約的生産が多く、一人当たり所得も全米最低水準

だったノースカロライナ州では、ハイテク産業への転換を図り、競争力をもつ事業所を州

内に取り込み、就労機会と居住者の所得水準の向上およびその消費活動の波及効果を通じ

た地域発展を目指した。しかし、地元の既存産業の従業者はハイテク産業での就労に必要
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とされる職業能力の開発ができていない。アメリカでは、就労（雇用契約）時の職務区分

（職務内容記述 ）が厳しく、就労先が求めるスキルを欠く限り、時給や労

働条件がよい仕事に関わる労働市場に参加できない。自分のスキルを高めるために自らコ

ミュニティカレッジ（短大に相当し、専門学校と同等）等で学習し必要資格や修学認定証

を獲得しない限り、時給や労働条件がよい職業に付くことができない。

よって、地域経済としては、技能を持つ労働者（ ）を拡大するため、

安い労働力を提供するだけで技能を持たない労働者（ ）の職業的能力

を質的に向上させないと、所得水準の向上を期待できない（し仕事も減少していく）だろ

う。そのためには、職業能力開発（や基礎学力の向上）が必要である。だが、地域全体と

して、既存労働者のスキルを一様に引き上げていくことは容易ではない。

ノースカロライナ州内、および 周辺地域での教育水準の状況を示した表 を見る

と、州全体と 地域とでは大きな違いを見出すことができる。ノースカロライナ州内の

他地域の値と比べて、 地域の大学卒業率は高い。 周辺都市での卒業率を見ると、

チャペルヒルが最も高く、ダーラムが最も低い。

での従業者の所得は、州内の既存産業での所得よりも相対的に水準は高いが、所

得が低い人や家計と、高い水準の所得を得る人や家計の二重構造が存在している。地域で

の豊かさの偏在は、職業的な能力の差に応じた所得格差といえる。

研究団地が設立された結果、州の 人当たり所得の上昇に関わるほどの大きな経済的効

果があると考えるのは過剰な期待といえるだろう。

表 大学卒業者の対居住者比率

地区地区 市市

州内各地区の比較 単位 ％ 周辺での比較 単位 ％

出所） から筆者作成。



）ホールは、スタンフォード大学の近隣に新興企業を収容する特殊な型の工業団地を創設するよう、
ターマン教授が大学を説得したという（ ［ ］ ）。注 も参照。
）大学関係研究パーク連盟（ ）には 年、 パークが加盟していたが、パークの定義は多様
で、不動産開発、技術移転のための組織的な事業活動、学術機関・（連邦と地方の）政府・民間部門の
連携が共通点だという（ ［ ］ ）。同連盟（ と略称を改称）による大学研究パークの
最近の定義は、 不動産に基づくベンチャー、研究と事業化に向けて設計された不動産に関わる基本的
総合計画を作る、大学と研究機関との連携関係を構築する、新規会社の成長を推進する、技術を翻訳す
る、技術主導の経済発展を加速する」である。 アクセ
ス日は
） 敷地の に相当するダーラム郡側は研究中心区域で（ゾーニング、建蔽率、緑地帯など）規制
も強いが、残りのウェイク郡側は研究応用区域で建物規制もない（ ［ ］ ）。 は
ダーラム側区域に立地するが、団地の指定区域内外で柔軟な活動ができる対応を受けている。

．考 察

研究団地と企業の研究開発活動

は、全米でも屈指の研究団地として有名となった。ただし、 純粋な科学研究の

場 と言えない部分もある。リサーチパークとは、研究機関または研究開発型企業が集積

する場所を指すだろう。パークへの入居と管理運営の条件として、たとえば、 もっぱら

研究開発を行う、 主として研究開発を行う、 一定程度以上に研究開発を行う、という

考え方があるだろう。研究団地と工業団地（ ）を区分した形式的定義から

見ると、研究団地という名の 新しい型 の生産活動拠点といえるものが大半である ）。

の場合、事業体制が確立した既存企業や研究機関がパークで研究・技術開発する形

態が多いだろう。地域振興の面で、他の地域と異なる点があるのか、程度の差なのか。

ルガーとゴールドシュタイン［ ］は、研究団地（ ）とは、基礎・応

用研究や新しい製品・工程の開発に従事することを主たる活動とする企業やその他の組織

に対して、空間的に隣接する土地や建物を販売またはリースする事業組織（ ）と定

義する（ ［ ］ ）。この定義では、事業推進組織が管理する土地・

空間の外部に高度技術型企業が集積している状態（ルート 、シリコンバレーなど）を

研究団地に含まない。また、製造を主目的とする工業団地を本来は含まない。

大学を純粋な研究機関・拠点とみる場合、当該敷地の境界線の内側は研究で、その外側

は生産活動（工業等）という形態も現実には多い。また、大学の研究・技術開発の成果を

事業化するための機能を結節した活動拠点という見方もできる ）。一方、入居企業が新規

事業をもくろむ研究開発指向の小規模企業であれば、そのための貸事務所・研究用建物の

場所（テナントビル内の空間）を提供するビジネス・インキュベーターを含むことにな

る。

では、 年に の立地（誘致）決定に際して、純粋な研究・開発だけでな

く、研究応用（ ）という形態での簡単な製造工程（営利的生産活

動）を容認した。その他、 との折衝の中で、州際道路 号線（ ）の 市ま

での拡幅延伸確保、安価な土地と物流機能の良さが決め手となったという（

［ ］ ））。 ではその後の誘致でもこうした折衝内容が繰り
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返されている。

（基盤機構）は、団地内施設で実施される 活動に関連する限り、また、純

粋研究ではなく、研究計画の実践的応用を意味する 研究応用（ ）

区画でなされる限り、団地の中での研究開発、原型（ ）製造、軽度の製造用活

動を認め、製造量に制限も加えなかった ）。たとえば、 は、米国で生産される

マイクロコンピュータのすべて（約 万台）を 内で組み立てていた（

［ ］ ））。

地域ごとの市場ニーズに合わせて設計変更を行う事業所拠点を（研究機能を伴わない）

開発センターと呼ぶことが多い。開発センターといっても、その企業の本国・本拠地での

製品・サービスとまったく異なるとみなすことができる製品・サービスを開発することも

ある。製品・サービスの大幅な設計変更を行っていれば、ある種の研究開発拠点と呼べる

だろう。一方、当該企業の主たる研究開発拠点では、市場ニーズに適合するためだけの設

計変更というよりも、次の発売製品に向けた（技術進展マップに従いルーチン化された）

改良型開発や既存製品の部分的改良が多く、日々、さまざまな調整も行っている。それは

日常的な製造活動と事実上、不可分なこともある。開発機能をもつ製造拠点においては、

設計変更を開発や製造と切り離して捉えるかどうかに関わらず、設計変更

（ ）と部品や材料や部分品の取替え、工程の見直しなどの改良

（ ）は、ほぼ一体的に活動しているだろう。その意味で、研究開発拠点と

いう用語の定義に関わらず、研究開発を日常的に必要としている事業を持つ企業（今や、

大半の大企業がそう？）かどうかが研究活動実施の識別条件となるかもしれない。しか

し、ハイテク産業の多くでは、技術の変化が速いので、技術的知識の更新が常に必要とな

る。企業は収益性を見込んで研究開発に投資するであろうが、科学的知識の変化が速い領

域では、そうした知識の創造を担う大学や研究機関から新しい知識を提供してもらうこと

や助言を得ることも必要となるだろう。また、そうして得た知識を事業活動に活用し、新

しい研究成果や技術を事業化することには、さまざまなリスクを伴うし、ハイテクについ

ての知識やスキルをもつ労働力も必要となる。

民間企業の研究機能を集積した研究団地の場合、民間企業の中で日常的な研究開発活動

を行う部署が多数、集積していることが多い。たとえば、中央研究所、技術センターとい

う研究開発自体を事業目的とする単独組織が集まる場所を除くと、そこは、研究開発指向

型企業の試作、開発、初期量産を行う場であり、新しい製品・技術の開発を行い、初期量

産を行う企業のほとんどは、開発活動を延長する形で本格量産を実施することになる（市

場で汎用品となった製品のように低費用生産地域に量産の場を変えることはないか少な

い）。一方、大企業の場合、 つ つの活動拠点は つの部署（事業部など）の 事業所

） はこの立地を決めた後、ニューヨーク州アーモンク本社や他の事業所から従業員や本社機能の
多くを に移転し、他の事業所が改廃されるなか、同社の中心的事業拠点にしたという（

［ ］ ）。
） 年発売の は にとり起死回生のパソコンであり、その実装技術（アーキテクチャー、

、グラフィック規格、記憶媒体の次世代化など）は当時、画期的内容で製品世代の交代を促した。
ただし、結果的に、 互換機のさらなる台頭を加速した。



）本稿では、イノベーションの定義に、市場での事業で成功することを含めていない。発明内容を最初
に事業化したこと、である。

（研究開発関連活動を伴う場所）に過ぎないので、その拠点の社内における位置づけにも

依存するが、その開発・製造拠点から全社的な技術イノベーションが生まれる保証はまっ

たくない。

それでも、そのような一組織を誘致する研究団地管理者の目で見ると（または、統計資

料の分類上では）、それぞれの企業の つの研究開発拠点であることは間違いない。研究

開発費の対売上高比率がたとえば ％以上という基準を入居条件とする研究団地での、量

産はできないが試作品はよい、または少量生産まではよいという実務的運用は、研究の場

と、幾分かの工場生産（量産）を伴う場という両面の機能を結びつける。研究団地も、速

やかな実行（ ）を想定した日常的な新製品・技術開発およびハイテク製品

の製造拠点という性格を強めている。そうした企業が多く立地（存在）すること自体がそ

の集積地の研究開発拠点であると同時に、研究活動にとどまらず、市場に提供するハイテ

クな製品・サービスを作る拠点としての特徴を強めているだろう。

イノベーション拠点という意味

イノベーションの拠点とは何を意味するだろうか。新しい知識の創造や、科学的・技術

的な知識の実用化のめどを研究室内で確認するまでの活動は営利事業と直接に結びつくこ

とはない。新しい製品、プロセス、システム、サービスを市場に提供すること、すなわ

ち、実験室レベルの実用化ではなく、市場での事業化に結びつけることをイノベーション

の定義とするならば、それらはイノベーションではない ）。

研究成果と事業（またはイノベーション）との関係について、一般に、化合物系事業領

域を除くと（化合物系であっても 万分の 以下の成功確率だろうが）、純粋な研究が事

業に直結することは少ない。化学や医薬品の場合、有効な機能をもつ化合物の発見や組成

が重要となる。当該化合物の新しい機能（機序）を発見し、かつ産業活動に寄与すると見

込まれるならば、そのスケールアップに向けた取り組みが同じ場所で進むことが多い。バ

イオ系でも、有効機能物質・メカニズムの発見やその後の研究は製品や事業化に直接に結

びつき、生産に関連するかもしれない。

他方、部分的または最終的な組立て型機構（ ）・製品の場合、 つの発明で

即、新しい製品が生まれるほど単純な状況にはまったくない。 つ つの部品や中間組み

立て部品およびその材料や組み合わせ方などに多くの技術開発を必要とする。これらの

つ つに関する開発拠点も多く、最終製品組立てや事業化に必要とされる部品や材料がど

こで開発・製造されるかは一概には言えない。

また、 分野での研究開発活動の場合、通信系、システム開発系、支援サービス系な

どの事業内容は大きく違う。ソフトウェアでもパッケージ型（製品型）、組込型、業務用

システム構築型、あるいは、アルゴリズムやプログラムやシステムを単純には比較できな

い。
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の場合、初期から少なくとも 年までにおいては地域外部の有力組織を誘致す

る方式であった。結果として、多数の組織と人が集積した。複数の国立研究機関が立地し

た。 のように、自社の事業拠点として充実を図る場合もあった。研究機能をもつバ

イオ系企業も多い。 内の研究施設には、カリフォルニア大学や（サンディエゴの）

ソーク研究所などカリフォルニア州の高度研究機関の遠隔地事業所もある ）。その意味で

も、バイオ、ライフサイエンスの研究拠点として高く評価されている。だが、研究組織の

集積地の経済効果をどのように見ると良いだろうか。

たとえば、研究（機能）団地の成果指標を、特許数、利益額、投資額、雇用者数という

絶対的規模に連動する指標でみるとき、それらは（既存）大企業活動の成果指標が強く反

映するかもしれない。他方、独自アイデアや研究活動成果の事業化という点で、ベン

チャー企業活動に注目する視点に立つと、創業企業数、スピンオフ数、ベンチャーキャピ

タル投資額、 数などが典型的な指標となる。

研究成果の事業化とベンチャー企業の関係にふれておこう。

では、当初、国内の大企業や多国籍企業の分工場誘致に注力し、ベンチャー企業

を奨励しなかった。 年頃までの状況において、他の類似地域と比べると、 の従

事者がスピンオフし創業する事例は少ない。 では、スタートアップよりも、大企業

や（非米国）多国籍企業の研究活動拠点となることを第 の目標としていた。 年代に

至るまで、インキュベーター施設はなく、入居家賃水準での配慮やベンチャーキャピタル

に関わるサービスもなかった（ ［ ］ ）。

ちなみに、 年における全米の中で南東部に対するベンチャーキャピタルの投

資総額 億ドルは 番目に多い（図 参照）。州別の投資額を見ると、ジョージア州

億ドル、フロリダ州 億ドルが多い。ノースカロライナ州への投資は 億ドルである。ベ

ンチャーキャピタルの投資額は全米的視点から言えば、相対的に多いとはいえない。

単純に考えてみても、既存大企業とベンチャー企業という性格が異なる経済活動主体を

）ソーク研究所については、明石［ ］を参照。

図 ベンチャーキャピタル投資額 全米構成比率

出所） 資料から筆者作成。



）スタンフォード大学工学研究科では、 年から工学博士授与数が倍増した（ 年では電気
工学博士が中心だったが、 年以降、それは全体の半数以下となった。 ［ ］ ）。ま
たは、スタンフォード大学とカリフォルニア大学バークレー校では 年以降、電子工学の博士学位取
得者を毎年、 の 倍から数倍に増加させつつ輩出した（ ［ ］ ）。
）ノースカロライナ州立大学ローリー校工学部（ ）はバイオ製造訓練教育センター
（ ）を設け、バイオ系企業の開発・製造工程での研究や検査の業務能力をもつ人材の教育 訓練
を実施しており、企業からの人材教育も受けいれていた（ 年 月 日、

氏と面談）。詳細は宮田［ ］［ ］も参照。
）アルツハイマー病に関してデューク大学がアイデアと概念を出し、グラクソが製品化した関係（
［ ］ ）などの話題はある。
）ルガーとゴールドシュタインの調査によると、 が存在しなかったとしても、 ％の回答者
（ ）はリサーチ トライアングル地域に立地を希望していたという。それは、研究大学への近接性
や、労働力確保などの理由による（ ［ ］ ）。

区分して、そのどちらを地域振興の中心に考えるかが新しい課題である。

大学との関係

たとえば、スタンフォード工業団地は、建物を造るスペースを設けただけではなく、知

識とスキルを持つ学生を多く育成するために、電子工学領域を中心に、 年ころから大

学側も教育体制を整備していった ）。 の場合も、技術の進展を考慮して、企業が求

める 、バイオ、コンピュータサイエンスの領域において同様の対応をしたと理解する

ことができる。

ハイテク事業拠点では、最新の高度技術知識や労働力を提供する大学側と、それらを求

め、大学との関係を構築したい企業側とが近い距離にあることが多いだろう。企業は、事

業を進める上で、科学・技術的な知識を獲得し、専門的助言を得るために、大学の近隣に

立地することが好都合となる。大学が当該内容に関する知識やスキルをもつ労働力を提供

することは、企業にも魅力的となる。また、大学で従業員の訓練も受けいれてくれるなら

ば、団地入居企業の利点となる（ ［ ］ ））。

大学と の関係として、 年以降に展開した （パーク内パーク）の

設立はあったが、単発の産学連携事例を除くと、大学研究成果を大学独自に事業化すると

いう話題はほとんどなかった ）。大企業は、ハイテクに関する知識とスキルをもつ人材の

養成を地域や大学に求め、ベンチャー企業はさらに新しい知識を大学に求める ）。

地区での つの研究大学というが、企業が求める労働力人材を教育 訓練する側面以外

に、具体的な関わりや影響力がどれほどあったのだろうか。

．結論─分析結果のまとめ

では、企業活動が要望する事業環境を整備し、人材育成に注力してきた。それは

企業誘致に関わる伝統的あるいは現実的な取り組みとみなすことができる。反面、当地大

学の研究成果を事業化するという側面がさほど話題に出てこないことが特徴とも言える。

地元の一般の労働者は、ハイテク産業 企業で働くだけの職業的能力を形成できておら
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ず、 は田舎の中の例外的地域、いわば 飛び地 のような存在かもしれない ）。そ

れでも、 の直接雇用者だけでも約 万人に近づき、州外から移転した人が居住する

地域では住宅を含む消費支出や税収の増加もあり、人口が増加し、経済活動も活発となっ

た。

一方、技術的変化が速い事業に関わる企業であれば、ほぼ研究開発活動を行っている ）。

「発明や研究 技術開発成果の市場での事業化」というイノベーション定義ではなく、研究

成果や技術要素の発生場所をイノベーション拠点と理解し、研究団地や開発拠点をイノ

ベーションが生まれる場所とみることはどれほど適切なのだろうか。いかなる企業も当地

で研究開発活動をしていれば研究団地に入居できるが、当地で真の研究開発活動をしない

限り、ハイテク重視企業の製造拠点にすぎないと言える。研究開発ないしはイノベーショ

ンの活動拠点をいかに捉えるべきかという点を筆者の今後の研究課題とする。
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